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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 1,531,988 1,179,708 983,250 3,063,620 2,832,588 

経常利益または経常損失(△)（千円） △21,840 △110,275 △1,028 323 △110,574 

中間(当期)純損失（千円） 348,420 263,985 19,398 341,126 305,354 

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 767,340 767,340 867,340 767,340 867,340 

発行済株式総数（千株） 29,348 29,348 30,148 29,348 30,148 

純資産額（千円） 136,626 △122,165 15,264 142,968 35,160 

総資産額（千円） 1,184,710 856,055 1,634,188 1,074,399 1,304,680 

１株当たり純資産額（円） 4.68 △4.19 0.51 4.90 1.17 

１株当たり中間(当期)純損失金額（円） 11.94 9.05 0.65 11.69 10.39 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 11.5 △14.3 0.9 13.3 2.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△95,991 △98,251 △686,938 △136,309 △175,702 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△13,067 △3,531 23,157 △11,549 △6,026 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△575 66,009 501,502 △1,528 693,770 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高（千円） 
82,652 7,125 392,661 42,899 554,941 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

52 

[15] 

52 

[16] 

27 

[6] 

52 

[16] 

47 

[15] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び親会社セボン株式会社並びに当社の子会社である株式会社エーアンドケーの営む

事業の内容について、重要な変更はありません。  

  

※当中間会計期間末における事業系統図は、次のとおりです。 

  



３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇

用者数(嘱託社員、派遣社員)は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。       

       ２. 従業員数が前期末に比べ20名減少したのは、不動産事業の強化を目的とした親会社への出向及び事業拠点

の統廃合等に伴う退職によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）    27  (6) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間会計期間のわが国経済は、好調な企業収益に支えられ設備投資の増加、雇用環境の改善と景気は回復基

調にあるものの消費者の景気高揚感は薄く、原油価格高騰等の不安定要素もあり、先行きには不透明感が残って

おります。 

 住宅市場は、平成18年の新設住宅着工戸数は4年連続の増加となる等、景気、雇用の安定化に伴い、地価の下げ

止まり感、金利の先高感等とあいまって、マンション等の一次取得者を中心に引き続き緩やかな上昇基調にあり

ましたが、当年６月の建築基準法改正を機に減少に転じております。 

 また不動産市況は、三大都市圏、特に都心部を中心に全国平均では住宅地、商業地とも上昇局面に転じる等好

調を維持しております。 

 当社はこのような市場環境のもとで、従来の住宅展示場を基盤とした地域密着型の営業スタイルを改め、当社

の持つ技術力を生かし、一次取得者層にも積極的に拡販すべく、当事業年度より建売住宅の販売にも注力し、社

内外の体制整備、組織改編等を推進してまいりました。 

 建築事業は、既契約案件の完成は順調に進み、3億63百万円(前年同期比43.6%減)とほぼ計画通りの完成工事高

を計上することができました。しかしながら構造計算の偽装による社会問題を受けて建築基準法が改正され、建

物審査が厳格化すると伴に審査期間が大幅に長期化したこと等により建築確認申請業務が遅れ、当初計画してお

りました建売住宅販売は、計画4億16百万円に対し売上実績を残すことは出来ませんでした。 

 賃貸事業は、保証料率引き下げ等の原価低減による利益確保を前提として、不採算・低採算物件の管理契約の

見直しを進めたこともあり、売上高は4億99百万円（前年同期比6.2％減）となりました。 

 不動産事業は、首都圏は引き続き地価の上昇基調にあるものの、割安感のある優良住宅用地の減少に伴って業

者間競争も激化しており、土地仕入は5億81百万円にとどまり、計画通りの進捗とはなりませんでした。このため

売上高は仲介収入のみの1億20百万円となりました。 

 これらの結果、当中間会計期間では、総売上高9億83百万円(前年同期比16.7%減)、営業利益14百万円(前年同期

は1億10百万円の営業損失)、経常損失1百万円(前年同期は1億10百万円の経常損失)、中間純損失19百万円(前年同

期は2億63百万円の中間純損失)となりました。 

  (2）キャッシュ・フロー  

  当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、販売用土地建物の購入支出4億92百万円

等によるたな卸資産の増加と請負工事の減少に伴う仕入債務の減少2億9百万円による資金支出が大きく、販売用土地

建物購入資金手当てのための短期借入によって一部相殺されたものの、税引前中間純損失19百万円となったこともあ

り、前期末比1億62百万円減少し、3億92百万円となりました。前中間会計期間は1億10百万円の営業損失を計上した

ことなどにより、35百万円の資金支出でありました。当中間会計期間は営業利益14百万円の計上となったものの、不

動産事業の強化に伴う販売用土地建物等のたな卸資産購入による資金支出が大幅に増加したため、前年同期比較では

1億26百万円の支出増加となりました。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果使用した資金は6億86百万円となりました。売上債権の減少57百万円、未成工事受入金の増加額70

百万円等の資金流入はありましたが、販売用土地建物購入等のたな卸資産の増加に伴う支出5億81百万円と工事未払

金等の仕入債務の減少2億9百万円により、大幅な資金支出となりました。前年同期比較においても、主として、たな

卸資産の増加に伴う資金支出により、5億88百万円の支出増加となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果得られた資金は23百万円となりました。これは主に貸付金の回収14百万円、拠点統合に伴う差入保

証金の返還に伴う収入8百万円によるものです。前年同期はショールーム改装費等4百万円の設備投資を行っており、

同期比較では26百万円の収入増加となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果得られた資金は5億1百万円となりました。これは主に販売用土地建物購入資金手当てのため銀行か

ら短期借入を行ったことによるものです。前年同期は運転資金67百万円の資金借入を行っており、同期比較では4億

35百万円の収入増加となりました。 

  

 資金調達に関しては親会社・セボン株式会社と10億円のコミットメントライン契約を締結しており、当面の資金計

画に支障はありません。なお、同契約に基づく親会社からの借入残高は当中間会計期間末日現在5億円であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 建設業における生産実績は、施工技術、機械力、労働力、資金力の総合によるものであり、また工事内容が多様

化し、適確に示すことは困難であるため、記載を省略しております。 

(2）受注実績 

 当社の請負工事は、全て民間からの競争による受注施工であります。 

 当中間会計期間における建築事業部門の受注状況及び当中間会計期間末現在の受注残高を示すと、次のとおりで

あります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

建築部門 139,313 14.8 460,027 54.1 

リフォーム部門 65,519 64.1 8,947 29.0 

合計 204,832 19.7 468,974 53.2 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

建築部門 294,242 53.3 

リフォーム部門 69,594 74.8 

建築事業部門計 363,836 56.4 

賃貸事業部門 499,023 93.8 

不動産事業部門 120,390 6,019.5 

合計 983,250 83.3 



３【対処すべき課題】 

 「第５ 経理の状況 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」にも記載のとおり、当社は前中間会

計期間以降、企業継続性に疑義が生じており、依然としてこれを解消出来ておりません。従って企業継続性の疑義解

消を経営の最優先課題と考え、そのための事業再編・再生期にあると認識しております。 

 当初計画とおり、当年７月、本社移転を含め事業拠点５拠点を統合し旧西東京支店を本社として１拠点体制とし、

経営の集約化を図りました。当中間会計期間では営業利益計上となり、通期においても３期ぶりの営業黒字化の見込

みではありますが、当中間会計期間末での建築受注残高は4億68百万円となり、前年同期比でマイナス4億12百万円と

落ち込んでおり、これを補うべく住宅展示場に替わる集客手段として不動産仲介業者による建築顧客紹介スキームを

推進しております。当事業年度末での受注残高の積み増しは勿論、今後の有力な建築受注手段と考えております。 

 また、一次取得者層への拡販のための建売住宅の販売は、土地仕入の難航と建築基準法改正による工期の長期化の

ため当中間会計期間における売上計上が叶わなかったことを考慮し、通期ベースで売上高10億円の計画下方修正を行

ったところでありますが、下期の建築予定物件については既に建築確認許可済みであり、また今後の安定的な優良建

売用地仕入と情報の迅速な取得のため、不動産部を増員・育成し、都下を中心とした不動産業者とも連絡を密にする

体制を取り、下期は土地仕入も含め、計画の実現を図っております。 

 一方、不動産仕入資金手当てのため、銀行を中心に幅広い金融機関との融資交渉も始めております。 

 賃貸事業においては、不採算・低採算物件の管理契約を見直しており、これに伴う売上高の減少を見込んでおりま

すが、保証料率引き下げ等の原価低減によって当初計画の利益確保が可能と判断しております。 

 この他、あらゆる部門の生産性の向上、合理化を推進し、一層の冗費節約に努め、収益体質を確立し財務内容を改

善することで、企業継続性の疑義を解消出来るものと考えております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は高品質住宅の供給をテーマに、これを顧客の要望する自由な外観や間取り、また敷地上の制限等、様々な条

件下で実現し、商品の付加価値化、差別化を図るため、設計の構造・デザイン、施工上の技術改革等に取り組んでお

ります。 

 当社では、技術当事者としての設計・工事部従事者7名に加え、技術開発部門として業務兼任スタッフを2名配置し

ております。これは従業員の33%に当たっております。 

 当中間会計期間は、これら個々の人的な費用以外の支出はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 従来所有しておりました瀬田展示場内モデルハウスは、平成19年4月12日開催の取締役会決議に基づき、当中間会

計期間において、予定のとおり解体・廃棄しております。 

（注）当該モデルハウスは、前事業年度において「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、減損損失(特別損失)計上し

ており、帳簿価額はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 
帳簿価額 
(建物) 

廃棄の時期 

 瀬田展示場 
(東京都世田谷区) 

 建築事業部門 
 展示場内モデルハウ

ス 
－ 千円 平成19年7月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が180千株あります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 65,392,000 

計 65,392,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 30,148,000 30,148,000 
  ジャスダック 

  証券取引所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

計 30,148,000 30,148,000 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年4月1日～ 

平成19年9月30日  
－  30,148,000 －  867,340 －  100,000 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

セボン株式会社 東京都新宿区西新宿一丁目２３番７号 26,021 86.31  

山﨑 喜久男 東京都調布市 480 1.59  

鈴木 洋 愛知県一宮市 195 0.64  

川上 俊親 兵庫県芦屋市 187 0.62  

原 幸一郎 大阪府堺市南区 180 0.59  

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 155 0.51  

山﨑 隆寿 東京都調布市 120 0.39  

松岡 清司 千葉県船橋市 120 0.39  

正司 泰一郎 兵庫県宝塚市 100 0.33  

橘 俊夫 大阪府堺市南区 60 0.19  

計 － 27,618 91.60  



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）1.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。 

     なお、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれておりません。 

   2.「単元未満株式」の欄には、自己株式490株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 (役職の異動) 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    180,000  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,814,000    29,803 － 

単元未満株式 普通株式    154,000    － － 

発行済株式総数           30,148,000       － － 

総株主の議決権 － 29,803 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

旭ホームズ株式会社 
東京都多摩市関戸 
二丁目２４番地２７ 

180,000 －  180,000 0.59  

計 － 180,000 －  180,000 0.59  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 305 277 282 289 240 191 

最低（円） 255 230 213 225 164 131 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役  なし  管理部長 櫻井 道博 平成19年8月23日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号、

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日）の中間財務諸表について、新橋監査法人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準       0.4 ％ 

売上高基準      0.5 ％ 

利益基準      5.2 ％ 

利益剰余金基準    0.4 ％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

現金及び預金   7,125     392,661     554,941    

完成工事未収入金   99,943     26,862     88,644    

売掛金   17,783     19,377     18,711    

販売用土地建物 ※2,5 485,193     978,075     485,193    

未成工事支出金   50,437     108,941     19,144    

材料及び貯蔵品   －     2,903     1,389    

その他 ※3 26,298     20,881     23,200    

貸倒引当金   △2,286     △3,171     △3,147    

流動資産合計     684,496 80.0   1,546,532 94.6   1,188,078 91.1 

Ⅱ 固定資産                    

有形固定資産 ※1                  

建物 ※5 49,425     2,566     2,860    

土地 ※5 －     －     －    

その他   12,606     7,449     10,662    

有形固定資産合計     62,032 7.2   10,015 0.6   13,523 1.0 

無形固定資産     7,593 0.9   4,901 0.3   6,154 0.5 

投資その他の資産                    

長期貸付金   245,807     38,295     54,339    

長期営業債権 ※6 58,713     10,464     7,402    

その他   48,385     37,824     46,537    

貸倒引当金   △250,971     △16,573     △14,711    

投資その他の資産
合計     101,934 11.9   70,011 4.3   93,567 7.2 

固定資産合計     171,559 20.0   84,928 5.2   113,245 8.7 

Ⅲ 繰延資産     － －   2,726 0.2   3,356 0.2 

資産合計     856,055 100.0   1,634,188 100.0   1,304,680 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

工事未払金   354,094     204,075     413,376    

短期借入金  ※2 67,157     502,000     －    

関係会社短期借入
金  

※7 －     500,000     500,000    

未払金   25,998     23,399     28,841    

未払費用   7,946     7,065     7,114    

未払法人税等   1,389     1,067     1,610    

未成工事受入金   151,356     127,755     57,543    

預り金   5,586     5,380     8,002    

賞与引当金   13,602     10,715     9,684    

完成工事補償引当
金   5,000     2,900     2,900    

その他 ※3 26,960     31,561     37,847    

流動負債合計     659,093 77.0   1,415,921 86.7   1,066,920 81.8 

Ⅱ 固定負債                    

長期未払金 ※2 112,578     －     －    

預り敷金   153,851     139,879     147,343    

退職給付引当金   41,697     51,718     43,728    

役員退職慰労引当
金   6,375     7,000     7,000    

その他   4,624     4,404     4,526    

固定負債合計     319,127 37.3   203,002 12.4   202,598 15.5 

負債合計     978,221 114.3   1,618,923 99.1   1,269,519 97.3 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

 １ 資本金     767,340 89.6   867,340 53.1   867,340 66.5 

  ２ 資本剰余金                     

   (1)資本準備金   －     100,000     100,000     

     資本剰余金合計     － －   100,000 6.1   100,000 7.7 

  ３ 利益剰余金                     

   (1)その他利益剰余金                   

    繰越利益剰余金   △873,101     △933,868     △914,469     

     利益剰余金合計     △873,101 △102.0   △933,868 △57.2   △914,469 △70.1 

 ４ 自己株式     △16,404 △1.9   △18,207 △1.1   △17,709 △1.4 

株主資本合計     △122,165 △14.3   15,264 0.9   35,160 2.7 

純資産合計     △122,165 △14.3   15,264 0.9   35,160 2.7 

負債純資産合計     856,055 100.0   1,634,188 100.0   1,304,680 100.0 

              



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 完成工事高   645,568   100.0 363,836   100.0 1,742,017   100.0 

Ⅱ 完成工事原価   529,877   82.1 304,815   83.8 1,441,391   82.7 

完成工事総利益     115,691 17.9   59,021 16.2   300,625 17.3 

Ⅲ 賃貸部門売上高   532,140   100.0 499,023   100.0 1,058,920   100.0 

Ⅳ 賃貸部門売上原価   468,396   88.0 437,603   87.7 924,905   87.3 

賃貸部門売上総利
益     63,743 12.0   61,419 12.3   134,014 12.7 

Ⅴ その他売上高  ※1 2,000   100.0 －   － －   － 

Ⅵ その他売上原価  ※1 －   － －   － －   － 

その他売上総利益  ※1   2,000 100.0   － －   － － 

Ⅴ 仲介部門収入  ※1 －   － 120,390   100.0 31,651   100.0 

Ⅵ 仲介部門原価  ※1 －   － －   － －   － 

仲介部門総利益  ※1   － －   120,390 100.0   31,651 100.0 

売上高合計   1,179,708   100.0 983,250   100.0 2,832,588   100.0 

売上原価合計   998,273   84.6 742,419   75.5 2,366,297   83.5 

売上総利益合計     181,434 15.4   240,830 24.5   466,290 16.5 

Ⅶ 販売費及び一般管理
費     291,701 24.7   226,272 23.0   567,379 20.1 

営業利益(△は営業
損失)     △110,266 △9.3   14,558 1.5   △101,088 △3.6 

Ⅷ 営業外収益                    

受取利息   266     717     652    

その他   1,521     1,299     2,360    

営業外収益合計     1,788 0.2   2,017 0.2   3,012 0.1 

Ⅸ 営業外費用                    

支払利息   1,797     16,974     10,778    

その他   －     629     1,719    

営業外費用合計     1,797 0.2   17,603 1.8   12,497 0.4 

経常損失     110,275 △9.3   1,028 △0.1   110,574 △3.9 

Ⅹ  特別利益 ※2    533 0.0   1,176 0.1   43,377 1.5 

XⅠ 特別損失 
  
※3,5   153,873 13.0   19,329 2.0   237,417 8.4 

税引前中間（当
期）純損失     263,615 △22.3   19,180 △2.0   304,614 △10.8 

法人税、住民税及
び事業税     370 0.0   217 0.0   740 0.0 

中間（当期）純損
失     263,985 △22.3   19,398 △2.0   305,354 △10.8 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

 

株主資本   

資本金 

利益剰余金

  自己株式  株主資本合計 

純資産合計
その他利益剰余金

利益剰余金
合計  

  

繰越利益剰余金  

平成18年3月31日 残高 (千円) 767,340 △609,115 △609,115 △15,255 142,968 142,968 

中間会計期間中の変動額            

中間純利益   △263,985 △263,985   △263,985 △263,985 

自己株式の取得       △1,148 △1,148 △1,148 

中間会計期間中の変動額合計 (千円) － △263,985 △263,985 △1,148 △265,134 △265,134 

平成18年9月30日 残高 (千円) 767,340 △873,101 △873,101 △16,404 △122,165 △122,165 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

867,340 100,000 100,000 △914,469 △914,469 △17,709 35,160 35,160 

中間会計期間中の変動額                

中間純利益       △19,398 △19,398   △19,398 △19,398 

自己株式の取得           △497 △497 △497 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － △19,398 △19,398 △497 △19,896 △19,896 

平成19年9月30日 残高 
（千円） 

867,340 100,000 100,000 △933,868 △933,868 △18,207 15,264 15,264 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

767,340 － － △609,115 △609,115 △15,255 142,968 142,968 

事業年度中の変動額                

新株の発行 100,000 100,000 100,000       200,000 200,000 

当期純利益       △305,354 △305,354   △305,354 △305,354 

自己株式の取得           △2,453 △2,453 △2,453 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

100,000 100,000 100,000 △305,354 △305,354 △2,453 △107,807 △107,807 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

867,340 100,000 100,000 △914,469 △914,469 △17,709 35,160 35,160 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
   至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 

   至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロ
ー        

税引前中間(当期)純損失   △263,615 △19,180 △304,614 

減価償却費   10,730 3,246 20,940 

減損損失   97,568 － 138,812 

固定資産除去損   2,221 1,513 2,401 

貸倒引当金の増加額(減少額)   47,335 1,885 △36,548 

賞与引当金の増加額(減少額)   △3,772 1,031 △7,690 

完成工事補償引当金の減少額   － － △2,100 

退職給付引当金の増加額(減少額）   △1,140 7,989 891 

受取利息   △266 △717 △652 

支払利息   1,797 16,974 10,778 

売上債権の減少額   36,055 57,760 44,667 

たな卸資産の増加額(減少額）   △29,827 △581,238 1,202 

長期営業債権の減少額   11,208 292 11,523 

仕入債務の減少額   △81,714 △209,300 △22,433 

未成工事受入金の増加額(減少額)   83,892 70,212 △9,920 

未払金の増加額(減少額)   5,079 △5,442 7,922 

預り敷金の減少額   △8,124 △7,585 △14,731 

その他   △3,027 △4,874 △3,817 

小計   △95,601 △667,434 △163,366 

利息及び配当金の受取額   1 479 160 

利息の支払額   △1,084 △18,373 △9,920 

法人税等の支払額   △1,566 △1,610 △2,576 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △98,251 △686,938 △175,702 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
   至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 

   至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー        

有形固定資産の取得による支出   △4,412 － △6,099 

貸付金回収による収入   910 14,443 1,420 

その他   △29 8,713 △1,347 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,531 23,157 △6,026 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー        

新株発行による収入   － － 196,224 

短期借入による収入   67,157 602,000 567,157 

短期借入金の返済による支出   － △100,000 △67,157 

自己株式取得による支出   △1,148 △497 △2,453 

財務活動によるキャッシュ・フロー   66,009 501,502 693,770 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額
(増加額)   △35,773 △162,279 512,041 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高   42,899 554,941 42,899 

Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末
(期末)残高 

※ 7,125 392,661 554,941 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

 当社は、当中間会計期間において、

263,985千円の中間純損失を計上した結

果、122,165千円の債務超過となり、継続

企業の前提に関する重要な疑義が生じてお

ります。 

 当社は、当該状況を解消すべく当年12月

8日開催の取締役会において12月25日を払

込期日とする200,000千円の第三者割当増

資の実行を決議致しました。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、上記のような重要な疑義の

影響を中間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

 当社は、当中間会計期間において、営業利益

14,558千円(前中間会計期間は110,266千円の営

業損失)を計上し、前事業年度までの2期連続の

営業損失から営業利益計上へと転じたものの、

販売用不動産の仕入を目的とした借入金の利息

の増加により、経常損失1,028千円(前中間会計

期間は110,275千円の経常損失)となり、また拠

点統合に伴う固定資産廃棄損等の計上により、

中間純損失は19,398千円(前中間会計期間は

263,985千円の中間純損失)となりました。これ

により、当中間会計期間末における繰越利益剰

余金はマイナス933,868千円と多額になってお

ります。 

 また営業キャッシュ・フローは前事業年度に

おいて2期連続のマイナスとなっており、当中

間会計期間においても販売用不動産購入に伴う

たな卸資産の大幅増加によってマイナス

686,938千円(前中間会計期間ではマイナス

98,251千円)となっております。 

 これらにより、当社には引続き継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。 

 

 当社は、当該状況を解消するため、事業の再

構築を図るべく、平成19年4月12日開催の取締

役会において、下記事項を骨子とした平成19年

度事業計画を決議しております。 

①地域密着型の注文建築事業に特化した事業形

態を改め、建売分譲を主とした不動産事業を強

化する。 

②経営の合理化を図るため、新宿本社を含む事

業拠点５拠点を統合し、1拠点体制とする。 

③商品、営業スタイルの変更に加え、経営の集

約化を図るべく組織を改編する。 

 当中間会計期間では、事業拠点の統合、組織

改編を実行し、経営の合理化、集約化を図り一

般管理費の抑制を進めております。また建売用

地取得の難航、建築基準法の改正に伴う工期の

長期化を考慮して当初計画を一部変更致してお

りますが、当事業年度における売上高及び利益

については下記のとおり、３期ぶりの黒字化を

見込んでおります。 

〔上記の各施策による平成19年度の事業計画概要〕 

(単位:百万円) 

決算期 
平成19年度

上期実績 

平成19年度

下期見込 

平成19年度

通期 

 売上高 983 3,016 4,000

 営業利益 14 135 150

 経常利益 △1 121 120

 当期純利益 △19 119 100

 当社は、前事業年度の営業損失6,017千円の

計上に続き、当事業年度において101,088千円

の営業損失を計上し、2期連続の営業損失計上

となりました。また、営業キャッシュ・フロー

においても前事業年度のマイナス136,309千

円、当事業年度マイナス175,702千円の資金流

失となり、継続企業の前提に関する重要な疑義

が生じております。 

 当社は、当該状況を鑑みて事業の再構築を図

るべく、平成19年4月12日開催の取締役会にお

いて、下記事項を骨子とした平成19年度事業計

画を決議しております。 

 

①地域密着型の注文建築事業に特化した事業形

態を改め、建売分譲を主とした不動産事業を強

化する。 

②経営の合理化を図るため、新宿本社を含む事

業拠点５拠点を統合し、1拠点体制とする。 

③商品、営業スタイルの変更に加え、経営の集

約化を図るべく組織を改編する。 

〔上記の各施策による平成19年度の事業計画概要〕 

(単位:百万円) 

 資金面については、運転資金確保のため平成

19年3月31日付で親会社・セボン株式会社と10

億円のコミットメントライン契約を締結してお

ります。 

 また資金保全を図るため、事業性資金につい

ては別途手当てすることとし、平成19年4月10

日付で横浜銀行より2億円の借入を行い、銀行

融資取引を再開しております。 

 なお、財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を財

務諸表には反映しておりません。 

決算期 
平成19年度

上期 

平成19年度

下期 

平成19年度

通期 

 売上高 1,860 3,140 5,000

 営業利益 30 255 285

 経常利益 15 235 250

 当期純利益 0 235 235

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

   資金面については、運転資金確保のため平

成19年3月31日付で親会社・セボン株式会社

と10億円のコミットメントライン契約を締結

しております。 

 また資金保全を図るため、事業性資金につ

いては別途手当てすることとし、銀行融資取

引を再開しております。 

 なお、中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、上記のような重要な疑義

の影響を中間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

（時価のないもの） 

同左 

  (2）たな卸資産 

未成工事支出金、販売用土地

建物 

個別法による原価法  

    材料及び貯蔵品  

 総平均法による原価法  

(2）たな卸資産 

未成工事支出金、販売用土地

建物 

同左 

    材料及び貯蔵品  

同左 

(2）たな卸資産 

未成工事支出金、販売用土地

建物 

同左 

    材料及び貯蔵品  

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

有形固定資産は建物（建物附

属設備を除く）は定額法、建

物以外については定率法によ

っております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利

用可能期間（３年乃至５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

          同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

均等償却しております。 

────── (3）長期前払費用 

均等償却しております。 

３．繰延資産の処理方法 ────── (1）株式交付費 

株式交付費は３年にわたり定額

法により償却しております。 

(1）株式交付費 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上してお

ります。 

  (3）完成工事補償引当金 

当中間会計期間の完成工事に

かかる瑕疵担保の費用の見積

額を計上しております。 

(3）完成工事補償引当金 

同左 

(3）完成工事補償引当金 

完成工事にかかる瑕疵担保の

費用の見積額を計上しており

ます。 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

（50,661千円）については、

15年による按分額を費用処理

しております。 

また、複数事業主制度による

日本住宅建設産業厚生年金基

金については、当社の拠出に

対応する年金資産の額を合理

的に計算できないため、要拠

出額を退職給付費用として処

理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の額

に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（50,661千円）については、

15年による按分額を費用処理

しております。 

また、複数事業主制度による

日本住宅建設産業厚生年金基

金については、当社の拠出に

対応する年金資産の額を合理

的に計算できないため、要拠

出額を退職給付費用として処

理しております。 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末の要支給額を計

上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出し可能な

預金及びキャッシュ・マネジメン

トシステムによる預入金(関係会社

短期貸付金)からなっております。 

  

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出し可能な

預金からなっております。 

(資金の範囲の変更) 

当中間会計期間より、中間キャッ

シュ・フロー計算書における資金

の範囲を変更し、資金の範囲から

キャッシュ・マネジメントシステ

ムによる預入金(関係会社短期貸付

金)を除いております。 

これは、前事業年度の期中におい

て、当社の親会社が㈱カネカから

セボン㈱に交代したことにより、

キャッシュ・マネジメントシステ

ムが廃止となったことによるもの

であります。 

当該変更が中間キャッシュ・フロ

ー計算書に与える影響はありませ

ん。 

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引出し可能な預金

及びキャッシュ・マネジメントシ

ステムによる預入金(関係会社短期

貸付金)からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

消費税等の会計処理の方法は、

税抜方式によっております。 

ただし、資産に係わる控除対象

外消費税等は、発生事業年度の

期間費用としております。 

消費税等の会計処理の方法 

同左 

消費税等の会計処理の方法 

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自  平成18年 4月 1日 
至  平成18年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年 4月 1日 
至 平成19年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成19年 3月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日)を適用してお

ります。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は△122,165千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

35,160千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 



 注記事項 

 (中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償

却累計額 

（千円） 

78,130 

（千円） 

41,730 

（千円） 

85,671 

※２ 担保資産及び担保付

債務 

（千円） （千円） （千円） 

担保に供している資

産 
     

販売用土地建物 

計 

349,987 

349,987 

551,443 

551,443 

89,742 

89,742 

上記担保資産に対応

する債務の額 
     

短期借入金 

長期未払金 

リース債務 

計 

67,157 

109,380 

－ 

176,538 

502,000 

－ 

1,184 

503,184 

なお、リース債務は貸

借対照表には計上され

ておりません。 

－ 

－ 

1,721 

1,721 

同左 

※３ 消費税等の取り扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に

含めて表示しております。 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産のその他に

含めて表示しております。 

───── 

 ４ 偶発債務 （債務保証） （債務保証） （債務保証） 

  被保証者   保証金額   内容 

    (千円)  

当社物件

購入者 
  223,217 

住宅ロー

ン保証 

当社社員   559 
銀行借入

保証 

計   223,777  

被保証者   保証金額   内容 

    (千円)  

当社物件

購入者 
  209,206 

住宅ロー

ン保証 

計   209,206  

被保証者   保証金額   内容 

    (千円)  

当社物件

購入者 
  217,587 

住宅ロー

ン保証 

当社社員   132 
銀行借入

保証 

計   217,720  

※５ 販売用土地建物 当中間会計期間において、固定資産

の一部について保有目的の変更に伴

い、減損損失計上後の金額を流動資

産の「販売用土地建物」に振替えて

おります。 

           (単位:千円)

種類 
固定資産

計上額 

減損損失

(特別損

失) 

販売用土

地建物振

替額 

 土地 544,084 96,909 447,174

 建物 38,678 658 38,019

  計 582,762 97,568 485,193

 ───── 

  

  

  

  

  

 当事業年度において、固定資産の

「土地」及び「建物」について保有

目的の変更に伴い、減損損失計上後

の金額を流動資産の「販売用土地建

物」に振替えております。 

           (単位:千円) 

種類 
固定資産 

計上額 

減損損失

(特別損

失) 

販売用土

地建物振

替額 

 土地 544,084 96,909 447,174

 建物 38,678 658 38,019

  計 582,762 97,568 485,193

※６ 長期営業債権 財務諸表等規則第32条第1項第10号

にいう「破産債権、再生債権、更

生債権その他これらに準ずる債

権」で、通常の債権回収期間内に

回収されないこととなった債権で

あります。 

同左 同左 

 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※７ 貸出コミットメント等 ─────  当社は、運転資金確保のため、親

会社・セボン株式会社と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

 当中間会計期間末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高

は次のとおりであります。 

貸出コミット

メントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 500,000千円

     

 当社は、運転資金確保のため、親

会社・セボン株式会社と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。

 当事業年度末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミット

メントの総額 

1,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 500,000千円

     

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１  ────── (科目名称の変更) 

 当中間会計期間より、その内容を

明瞭にするため、「その他売上高」

より「仲介部門収入」へ、「その他

売上原価」より「仲介部門原価」

へ、「その他売上総利益」より「仲

介部門総利益」へと科目名を変更し

ております。 

────── 

※２ 特別利益の主なもの

は次のとおりであり

ます。 

（千円） （千円） （千円） 

貸倒引当金戻入益 － 1,176 43,377 

※３ 特別損失の主なもの

は次のとおりであり

ます。 

      

減損損失 97,568 － 138,812 

貸倒損失 － － 76,661 

貸倒引当金繰入額 54,083 3,062 － 

債権売却損 － － 19,541 

固定資産除去損 2,221 10,093 2,401 

賃借資産解約損 － 6,173 － 

 ４ 減価償却実施額      

有形固定資産 9,292 1,993 18,064 

無形固定資産 1,438 1,253 2,876 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５ 減損損失   当中間会計期間において、以下の

資産グループについて減損損失を計

上しております。         

          (単位:千円)  

当社は管理会計上の区分により資産

をグルーピングしております。建築

事業部門にグルーピングした神奈川

県横浜市の土地については保有目的

を変更し、販売用不動産に供するこ

とに伴い、また山形県新庄市の土地

建物については地価の下落により、

いずれも帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。

その内訳は土地96,909千円、建物

658千円であります。回収可能価額

は、正味売却価額により測定してお

り、不動産鑑定評価額により評価し

ております。 

場所 用途 種類 
減損損
失 

神奈川
県横浜
市 

事業用
倉庫 

土地 43,750

山形県
新庄市 
  

遊休土
地建物 

土地及
び建物 

53,818

計     97,568

──────  当事業年度において、以下の資産

グループについて減損損失を計上し

ております。 

          (単位:千円)  

当社は管理会計上の区分により資産

をグルーピングしております。建築

事業部門にグルーピングした神奈川

県横浜市の土地については保有目的

を変更し、販売用不動産に供するこ

とに伴い、また山形県新庄市の土地

建物等については地価の下落によ

り、いずれも帳簿価額を回収可能額

まで減額し当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しております。

また建築事業部門にグルーピングし

た東京都世田谷区と千葉県松戸市の

住宅展示場内モデルハウス及び新宿

本社についても、事業再構築を前提

とした拠点統合のため平成19年7月

を目途として廃棄する旨の取締役会

決議に基づき、当事業年度末におけ

る帳簿価額の全額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。そ

の内訳は土地96,909千円、建物他

41,902千円であります。 

なお、回収可能価額は、正味売却価

額により測定しております。正味売

却価額は土地については鑑定評価額

によっており、建物他については売

却が困難であることから0円として

おります。 

   

場所 用途 種類 
減損損
失 

神奈川
県横浜
市 

事業用
倉庫 

土地 43,750

山形県
新庄市 

遊休地 
土地及
び建物
他 

54,313

東京都
世田谷
区他2
件 

展示用
モデル
ハウス
他 

建物 40,747

計     138,812



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)  

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 自己株式の株式数の増加4,860株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２.新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  ３.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

   (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 29,348,000 － － 29,348,000 

合計 29,348,000 － － 29,348,000 

自己株式        

普通株式 169,430 4,860 － 174,290 

合計 169,430 4,860 － 174,290 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし      －   －   － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし     －    －      －       － － － 



 当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日)  

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 自己株式の株式数の増加1,920株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２.新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  ３.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

   (2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 30,148,000 － － 30,148,000 

合計 30,148,000 － － 30,148,000 

自己株式        

普通株式 178,570 1,920 － 180,490 

合計 178,570 1,920 － 180,490 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし      －  －  － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし     －  －     －   － － － 



 前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)  

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１.発行済株式の増加は、第三者割当増資により、800,000株の新株発行(払込期日:平成18年12月25日)を実施したこ

とによる増加分であります。 

   ２.自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２.新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  ３.配当に関する事項 

  (1)配当金支払額  

   (2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 29,348,000 800,000 － 30,148,000 

合計 29,348,000 800,000 － 30,148,000 

自己株式        

普通株式 169,430 9,140 － 178,570 

合計 169,430 9,140 － 178,570 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし      －  －  － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

配当決議なし     －  －     －      －  － － 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係は以下のとお

りであります。 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係は以下のとお

りであります。 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係は以下のとおりであり

ます。 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 7,125千円 

関係会社短期貸付金

勘定 
－千円 

現金及び現金同等物

中間期末残高 
7,125千円 

現金及び預金勘定 392,661千円 

現金及び現金同等物

中間期末残高 
392,661千円 

現金及び預金勘定 554,941千円 

現金及び現金同等物

期末残高 
554,941千円 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

(有形固定
資産) 
その他 

11,461 8,983 2,477 

合計 11,461 8,983 2,477 

 
取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

(有形固定
資産) 
その他 

5,038 4,555 483 

無形固定資
産 

8,000 800 7,200 

合計 13,038 5,355 7,683 

 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

(有形固定
資産) 
その他 

5,038 4,154 884 

合計 5,038 4,154 884 

  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

    

  ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

    （千円）

１年内 1,419

１年超 1,058

合計 2,477

  （千円）

１年内 2,262

１年超 5,851

合計 8,113

  （千円）

１年内 974

１年超 388

合計 1,363

  （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料

中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

    

  ３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料・減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料・減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

    （千円）

支払リース料 966

減価償却費相当額 966

  （千円）

支払リース料 1,616

減価償却費相当額 1,200

支払利息相当額 367

  （千円）

支払リース料 1,676

減価償却費相当額 1,028

支払利息相当額 556

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．    ───── ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

時価評価されていない有価証券の内容 

（当中間会計期間）（平成19年９月30日現在） 

時価評価されていない有価証券の内容 

（前事業年度）（平成19年３月31日現在） 

時価評価されていない有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストックオプション等関係） 

（前中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 2,000 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 2,000 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 10,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 2,000 



（持分法損益等） 

（前中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（当中間会計期間）（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（前事業年度）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額(円) △4.19 0.51 1.17 

１株当たり中間(当期)純

損失金額（円） 
9.05 0.65 10.39 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、1株当たり中間純損失

であり、また、潜在株式が

存在しないため記載してお

りません。 

同左  潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額について

は、1株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が

存在しないため記載してお

りません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 263,985 19,398 305,354 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

(千円) 
263,985 19,398 305,354 

期中平均株式数（千株） 29,175 29,967 29,385 



（重要な後発事象） 

（前中間会計期間）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は平成18年12月8日開催の取締役会において、債務超過を解消し財務体質を強化するため、第三者割当増

資の実行を決議致しました。 

  

第三者割当増資について 

①募集の方法 

 下記6名を引受人とする第三者割当増資 

 ・山﨑喜久男 

 ・山﨑隆寿 

 ・川上俊親 

 ・松岡清司 

 ・正司泰一郎 

 ・広瀬佳子 

②発行する株式の種類及び数 

 (発行新株数)    普通株式 800,000株 

  (発行価額)     一株につき 金250円 

 (発行価額の総額)  200,000,000円 

 (資本組入額)    一株につき 金125円 

 (資本組入額の総額) 100,000,000円 

③発行の日程 

 (申込期間)     平成18年12月18日～平成18年12月25日 

 (払込期日)     平成18年12月25日 

④新株の配当起算日  平成18年4月1日 

⑤資金の使途     全額運転資金に充当 

（当中間会計期間）（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 



（前事業年度）（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

・ 資金の調達に関する事象 

当社は、今後の事業展開を踏まえ、建売住宅用土地仕入れのため、下記の借入を行っております。 

(1)平成19年4月10日借入実行 

a.借入先の名称 横浜銀行 

b.借入金額   2億円 

c.借入利率   3.5%   

d.返済条件等  元金均等10回払い 

e.借入日    平成19年4月10日 

f.返済期日   平成20年2月28日 

g.担保提供資産 横浜市緑区の土地建物 

(2)平成19年5月31日借入実行 

a.借入先の名称 横浜銀行 

b.借入金額   3億42百万円 

c.借入利率   3.5%   

d.返済条件等  物件売却時一括返済 

e.借入日    平成19年5月31日 

f.返済期日   平成20年4月30日 

g.担保提供資産 東京都世田谷区の土地(新規購入物件) 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 臨時報告書 

 平成19年４月13日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)に基づ 

 く臨時報告書であります。  

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第36期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

 訂正報告書 

 平成19年９月21日関東財務局長に提出 

 平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月１９日 

旭ホームズ株式会社 
 取締役会 御中 

   

  新 橋 監 査 法 人  

 
代表社員 
業務執行社員

  公認会計士 平野 秀輔  印 

 
代表社員 
業務執行社員

  公認会計士 小川 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている旭ホームズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第36期事業

年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、旭ホームズ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

１． 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社 

      は、当中間会計期間において、263,985千円の中間純損失を計上した結果、122,165千円 

      の債務超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対 

      する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提として 

      作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２． 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年12月8日開催の取締役会に 

      おいて、第三者割当増資による新株式発行の決議を行った。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

                                                                              以 上 

  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１２月１９日 

旭ホームズ株式会社 
 取締役会 御中 

   

  新 橋 監 査 法 人  

 
代表社員 
業務執行社員

  公認会計士 平野 秀輔  印 

 
代表社員 
業務執行社員

  公認会計士 小川 明   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている旭ホームズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの

第37期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務

諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、旭ホームズ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載のとおり、会社は当中間会計

期間末に多額の繰越利益剰余金のマイナスとなっており、また２期以上連続して営業キャッシ

ュ・フローのマイナスが発生したことにより、当中間会計期間における継続企業の前提に関する

重要な疑義が生じている。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

                                                                               以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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